最近の経済情勢
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成23年7月
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 大阪府商工労働部
（大阪産業経済リサーチセンター）

■ 大阪経済は、持ち直しの動きが鈍化している
  大阪経済の動向をみると、需要面では、大型小売店販売額が再び減少に転じ、家電販売額、新車販売台数、住宅建設が引き続き減少した。さらに、輸出額（近畿）が18か月ぶりに前年同月を下回った。
産業活動面では、生産指数は前年同月比が16か月連続で、所定外労働時間は15か月連続で増加したが、生産指数は前月比では３か月連続の低下となった。雇用面では、完全失業率（近畿）が前年同月比で低下し、有効求人倍率は前月と同水準であった。
  このように、景気は所定外労働時間が増加し、完全失業率も低下するなど持ち直し基調にあるが、家電、自動車、住宅など耐久消費財や大型小売店販売額の不振、さらに輸出が減少に転じたことから、持ち直しの動きが鈍化している。

  なお、大阪府が算出した４月の景気動向指数（ＣＩ、速報、平成17年＝100）をみると、大阪府は先行指数が88.5、一致指数は106.1となった（下図参照）。一方、近畿は先行指数が106.5、一致指数は106.9となった。

■ 国内景気は、４か月ぶりに上方修正
　内閣府６月に発表した月例経済報告によると、「景気は、東日本大震災の影響により依然として厳しい状況にあるなかで、このところ上向きの動きがみられる。」と、基調判断を4か月ぶりに上方修正した。先行きについては、「サプライチェーンの立て直しが進み、生産活動が回復していくのに伴い、海外経済の緩やかな回復や各種の政策効果などを背景に、景気が持ち直していくことが期待される。ただし、電力供給の制約や原子力災害及び原油高の影響に加え、海外経済の回復がさらに緩やかになること等により、景気が下振れするリスクが存在する。また、デフレの影響や、雇用情勢の悪化懸念が依然残っていることにも注意が必要である。」と、震災の影響や原油価格、海外経済の鈍化等に対する警戒感を示している。

なお、同府が発表した４月の景気動向指数（ＣＩ、確報、平成17年＝100）は、先行指数が96.2、一致指数は103.6となった。
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個別指標の動き
［需要面の情勢］

消費
○ 大阪府の大型小売店販売額は減少に転じる
  ５月の大阪府の大型小売店販売額（既存店ベース、速報）の前年同月比は1.4％減（全店ベース2.9％増）となった。商品別では、家具・家電・家庭用品、飲食料品、衣料品などが減少した。
業態別の前年同月比（既存店ベース）は、百貨店が1.0％増、スーパーが3.4％減（全店ベースではそれぞれ8.3％増、1.8％減）となった。

    ５月の近畿のコンビニエンス・ストア販売額（既存店ベース）は、4.6％増（全店ベース7.1％増）となった。
○ 全国の大型小売店販売額は３か月連続で減少
  ５月の全国の大型小売店販売額（既存店ベース、速報）の前年同月比は、2.4％減（全店ベース1.3％減）となった。商品別では、家具・家電・家庭用品、衣料品、食堂・喫茶などが減少した。
業態別の前年同月比（既存店ベース）は、百貨店が2.6％減、スーパーが2.4％減（全店ベースではそれぞれ2.4％減、0.7％減）となった。

  ５月のコンビニエンス・ストア販売額（既存店ベース）は、5.1％増（全店ベース7.3％増）となった。

○ 全国の家計消費支出は８か月連続で減少
５月の全国の家計消費支出（実質、速報）は、前年同月比で1.9％減と、８か月連続で減少となった（勤労者世帯は同1.0％減と６か月連続で減少）。
家庭用耐久財、授業料等、設備修繕・維持などが増加したが、自動車等関係費、教養娯楽サービス、教養娯楽用耐久財などが減少し、全体でも減少となった。

＜参考＞

○ 大阪府内大型小売店へのヒアリングより

５月は、ゴールデンウィークに大阪駅のリニューアルや百貨店の新規オープンもあり、紳士服を中心に動きが良かったが、月後半は天候不順や台風の到来でやや動きが鈍った。衣料品は、ワイシャツや肌着、雨傘、レインシューズなどが好調であった。
住関連は、電力不足問題で扇風機、エアコン、すだれ、涼感寝具などの動きが活発であった。
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耐久消費財

○ 近畿の家電販売は５か月連続で減少
４月の近畿の家電製品販売額は、前年同月比3.0％減となった。
商品別では、空気清浄機等（40.0％増）、エアコン（30.4％増）、ＤＶＤ（20.8％増）、掃除機（14.0％増）などが増加したが、ビデオカメラ（26.4％減）、デジタルカメラ（19.6％減）、カラーテレビ（17.3％減）、オーディオ（16.2％減）などが減少した。
○ 全国の家電販売は５か月連続で減少
  ４月の全国の家電製品販売額は、前年同月比0.3％減となった。
商品別では、空気清浄機等（37.7％増）、エアコン（29.3％増）、ＤＶＤ（16.3％増）、掃除機（13.4％増）などが増加し、ビデオカメラ（21.4％減）、デジタルカメラ（19.1％減）、オーディオ（14.7％減）などが減少した。
○ 大阪府の新車販売台数は８か月連続で減少
  ５月の大阪府の新車販売台数（普通＋小型＋軽）は、前年同月比36.8％減となった。
内訳をみると、普通車は47.7％、小型車は33.5％、軽自動車は24.8％、それぞれ減少した。

○ 全国の新車販売台数は９か月連続で減少
５月の全国の新車販売台数（普通＋小型＋軽）は、前年同月比33.3％減となった。
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住宅投資

○ 大阪府の住宅建設は２か月連続の減少
  ５月の大阪府の新設住宅着工戸数は、前年同月比15.5％減となり、２か月連続の減少となった。

利用関係別では、持家が5.5％減、貸家が41.6％減、分譲が12.4％減となった。

  また、５月の府内の着工床面積は、前年同月比18.3％減となった。

○ 全国の住宅建設は２か月連続の増加
５月の全国の新設住宅着工戸数は、前年同月比6.4％増と、２か月連続の増加となった。
利用関係別では、持家が2.9％減、貸家が5.0％減、分譲が42.9％増となった。

  また、５月の全国の着工床面積は、前年同月比5.9％増となった。
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設備投資

○ 全国の機械受注は４か月ぶりの減少
４月の全国の機械受注額（船舶・電力を除く民需）の前年同月比をみると、0.2％減となった。　

需要者別にみると、製造業7.4％増、非製造業5.2％減となった。
○ 大阪府の公共工事は５か月ぶりの増加
５月の大阪府の公共工事請負金額（公共工事前払保証統計）は、前年同月比16.8％増で、５か月ぶりに増加した。
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＜参考＞
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22年１～３月 -21.0 -27.2 -16.4

４～６月 6.7 -9.2 24.8

７～９月 -11.3 -5.3 -16.1

10～12月 0.6 9.3 -6.0

23年１～３月 13.1 24.6 5.6

製造業 非製造業 大企業 中堅企業 中小企業

22年１～３月 -11.5 -31.2 0.4 -19.0 -15.8 17.2

４～６月 -1.7 -10.5 3.4 -12.6 -7.9 34.9

７～９月 5.0 9.1 2.9 -6.5 -9.0 45.6

10～12月 3.8 13.0 -0.5 4.5 -7.8 8.5

23年１～３月 3.3 27.7 -6.8 6.6 13.2 -9.6

　　　前年同期比（％）

産　業　別

全産業

資料：近畿財務局『法人企業統計調査』。

近畿の設備投資動向　　　

全国の設備投資動向                　　　　　　　

（注）大企業は資本金10億円以上、中堅企業は同1億円以上10億円未満、中小企業は同1千万円以上1億円未満。

資料：財務省『法人企業統計調査』。

（注）対象は、大企業（資本金10億円以上）。ソフトウェア投資額を含む。

規　模　別



               　　　　　　　　前年同期比（％）


［生産面の情勢］

○ 大阪府の生産指数は前年同月比で16か月連続の上昇
  ４月の大阪府の製造工業生産指数（速報、季節調整済、平成17年=100）は87.8で、前月比は1.5％低下と３か月連続の低下、前年同月比（原指数）は6.6％上昇と16か月連続の上昇となった。

  出荷指数は91.0で、前月比は10.7％低下、前年同月比は10.1％上昇した。

  在庫指数は90.1で、前月比は1.1％、前年同月比は4.8％、それぞれ上昇した。
○ 近畿の生産指数は前月比低下、前年同月比上昇
４月の近畿地区の鉱工業生産指数（確報、季節調整済、平成17年=100）は95.8で、前月比は0.8％低下、前年同月比（原指数）は2.1％上昇した。

出荷指数は95.8で、前月比は2.6％低下、前年同月比は1.4％上昇した。
在庫指数は99.7で、前月比は3.2％、前年同月比は10.1％、それぞれ上昇した。

○ 全国の生産指数は前月比上昇、前年同月比低下
  ５月の全国の鉱工業生産指数（速報、季節調整済、平成17年=100）は88.8で、前月比は5.7％上昇、前年同月比（原指数）は5.9％低下した。

  出荷指数は87.2で、前月比は5.3％上昇、前年同月比は8.0％低下した。
  在庫指数は103.2で、前月比は5.1％、前年同月比は7.1％、それぞれ上昇した。
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［雇用面の情勢］

○ 大阪府の有効求人倍率は前月と同水準
  ５月の大阪府の有効求人倍率（季節調整値）は0.64倍、新規求人倍率（同）は1.06倍で、前月に比べて有効は横ばい、新規は0.05ポイント上昇した。なお、５月の若年者の有効求人倍率（就職機会積み上げ方式）は、24歳以下、25～34歳ともに0.59倍となった。
５月の近畿の完全失業率（原数値）は5.3％で、前年同月比0.5ポイント低下した。
○ 全国の有効求人倍率は前月比横ばい
  ５月の全国の有効求人倍率（季節調整値）は0.61倍、新規求人倍率（同）は0.98倍で、前月に比べて有効は横ばい、新規は0.03ポイント上昇した。

５月の完全失業率（同）は4.5％で、前月より0.2ポイント低下した。

○ 大阪府の所定外労働時間は15か月連続で増加
  ４月の大阪府の常用雇用労働者総実労働時間（事業所規模５人以上）は152.0時間で、前年同月比0.7％減、所定外労働時間は10.5時間で、同8.3％増加した。産業別の所定外労働時間は、教育，学習支援業（35.3％減）、運輸業，郵便業（11.3％減）、複合サービス事業（8.9％減）が減少し、建設業（43.6％増）、電気・ガス・熱供給・水道業（39.5％増）、生活関連サービス業，娯楽業（31.7％増）などが増加した。
○ 全国の所定外労働時間は３か月連続で減少
 ５月の全国の総実労働時間（事業所規模５人以上、速報）は139.1時間で、前年同月比0.4％減となった。所定外労働時間は9.3時間で、前年同月比3.2％減となった。製造業の所定外労働時間は12.0時間で、同6.9％減となった。
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[貿易動向］

○ 近畿圏の輸出は18か月ぶりの減少
  ５月の近畿圏の輸出通関額（速報）は、前年同月比3.0％減と、18か月ぶりに減少した。
品目別では、半導体等電子部品、電気回路等の機器、通信機などが減少したが、半導体等製造装置、科学光学機器、建設用・鉱山用機械などが増加した。
地域別では、中国は19か月連続で増加したが、ＡＳＥＡＮは19か月ぶり、ＥＵは17か月ぶりに、それぞれ減少した。なお、中国向けは、半導体等電子部品、科学光学機器などが増加した。

  ５月の近畿圏の輸入通関額（速報）は、前年同月比16.3％増で、17か月連続で増加した。
品目別では、半導体等電子部品、事務用機器、自動車の部分品などが減少したものの、原油及び粗油、天然ガス及び製造ガス、非鉄金属などが増加した。
地域別では、ＥＵが３か月連続で増加したほか、アジアＮＩＥｓは19か月連続、ＡＳＥＡＮは17か月連続で、それぞれ増加した。なお、中国からの増加は、音響・映像機器、織物用糸及び繊維製品などの増加による。
○ 全国の輸出は３か月連続で減少
  ５月の全国の輸出通関額（確報）は、前年同月比10.3％減で、３か月連続で減少した。
品目別では、自動車、半導体等電子部品、自動車の部分品などが減少した。

アメリカ向けが３か月連続で減少したほか、ＥＵ向け、中国向けともに、２か月連続で減少した。
　５月の全国の輸入通関額（速報）は、前年同月比12.3％増で、17か月連続で増加した。
品目別では、原油及び粗油、液化天然ガス、非鉄金属などが増加した。
  中国からの輸入が３か月連続で増加したほか、アメリカ、ＥＵからの輸入も、それぞれ２か月連続の増加となった。
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［物価動向］
○ 大阪市の消費者物価は前月比、前年同月比ともに低下
６月の大阪市消費者物価指数（速報、平成17年=100）は97.3で、前月比は0.2％低下、前年同月比は0.4％低下した。前月に比べて、野菜・海藻、果物、身の回り用品などが上昇し、シャツ・セーター類、家庭用耐久財、他の被服類などが低下した。前年同月比では、たばこ、他の光熱、他の諸雑費などが上昇し、教養娯楽用耐久財、家庭用耐久財、果物などが低下した。
（５月は97.5、前月比0.5％上昇、前年同月比0.3％低下）
○ 全国の消費者物価は前月比、前年同月比ともに上昇
  ５月の全国消費者物価指数（平成17年=100）は100.0で、前月比は0.1％、前年同月比は0.3％、それぞれ上昇した。前月に比べて、電気代が上昇し、生鮮野菜が低下した。前年同月比では、たばこ、他の光熱、自動車等関係費などが上昇し、生鮮野菜、家庭用耐久財などが低下した。
○ 全国の企業物価指数は前月比低下、前年同月比上昇
５月の国内企業物価指数（速報、平成17年=100）は105.5で、前月比は0.1％低下、前年同月比は2.2％上昇した。前月比では、非鉄金属（銅地金、銀地金等）、農林水産物（鶏卵、鶏肉等）、スクラップ類（鉄くず等）、情報通信機器（携帯電話機、印刷装置等）などが低下した。輸出物価（契約通貨ベース）の前年同月比は4.3％、輸入物価（同）は同20.7％、それぞれ上昇した。
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［倒産動向］
○ 大阪府の倒産件数は４か月ぶりに増加
５月の大阪府の企業倒産（負債総額1,000万円以上、東京商工リサーチ調べ）は165件で、前年同月比15.3％増、負債金額は163億円で同58.9％減となった。業種別では、建設業（46件）、学術研究，専門・技術サービス業（15件）、生活関連サービス業，娯楽業（11件）、金属製品製造業（８件）などが多かった。

○ 全国の倒産件数は22か月ぶりに増加
  ５月の全国の企業倒産は1,071件で、前年同月比は4.8％増、負債金額は2,526億円で、同23.7％減となった。業種別では、建設業（294件）、飲食業（68件）、学術研究，専門・技術サービス業（63件）、他のサービス業（56件）、情報サービス・制作業（43件）などが多かった。資本金別では、１千万円以上５千万円未満が449件で、全体の41.9％を占めた。
  なお、負債金額10億円以上の大型倒産は、前年同月比13.6％減の38件となった。
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［観光動向］
○ 関西国際空港の外国人入国者概数は引き続き大幅減少
  22年10～12月期の府内の宿泊者数は567万人で、前期比0.5％の増加となった。

大阪府国際交流・観光課の算出するビジット大阪指数（府内来阪旅行者の集客関連事業者対象、前年同期比での好調（％）－不調（％））の23年１～３月期は－32.4となり、再びマイナス値に転じた。
23年５月の関西国際空港の外国人入国者概数は、前年同月比43.9％減の84,080人となった。
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資料：（宿泊者数）国土交通省 観光庁「宿泊旅行統計調査」より作成。
（注）宿泊者数は平成22年4～6月調査から、従業者数9人以下を含む全宿泊施設に調査対象を拡充
しているため、それ以前の数値と比較することができない。
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資料：大阪入国管理局関西空港支局。

（注）外国人出入国概数には、乗員上陸を除く特例上陸許可者が含まれている。
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（注）    ：景況が悪化したもの

    ：景況が改善したもの

■ 大阪の経済指標の変化方向


(注) 23年7月時点とは、7月初旬に公表されている最新データによるものである。

     変化方向は前年同月との比較。ただし、生産指数と有効求人倍率は前月との比較。
　　 完全失業率、倒産件数は、低下、減少が景況改善となる。
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